











Euthanasia in the Neterlands:




The present paper covers the main parts of the explanatory note of the Dutch eutanasia law
with comments.
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に対してのみこの手続が適用されているかを疑わせる。
③当委員会は、新法が12歳以上め未成年者に適用されることに注目している。新法は16歳
未満の者の両親又は後見人による同意の必要性を規定する一方で、 16歳以上18歳未満の
者では、両親又は後見人による同意の代わりに、当人がその利害を適切に判断できるこ
とを条件に、当人の意思が有効である旨を規定したo生命終結の合理的決定と未成年者
の成熟途上の能力とを調和させることは難しいと思われる。安楽死と自殺援助の不可逆
性に鑑みると、未成年者には特に保護の必要性があることを強調しておきたい。
④当委員会は、安楽死審査委員会が事後審査だけを行うという事実にも注目している。そ
の場合、法的要件を満たしていない生命終結を防止できないのではないか。
結　　　論
締約国は、上記の考察に照らして安楽死と自殺援助に関する新法を再検討すべきである。
締約国は、採択された手続が、第三者の不当な影響力の行使を含め、濫用や誤用に対して適
切な安全策を提供するよう努めなければならないo事前審査のメカニズムを酎ヒすべきであ
るo特に未成年者に対する法律の適用は、大きな注意を呼び起こす。次回の報告書では、 「自
発的かつ熟慮ある要請工「耐え難い苦しみ」及び「他の合理的代替策がない」事情を判断す
るためにどのような基準が適用されているかについて詳細な情報が提供されるべきである。
また、報告書には、新法が適用された件数と審査委員会の報告書に関する正確な情報も含ま
れるべきであるo締約国は、法律とその適用を厳格な監視のもとに置くと共に、持続的な考
察のもとに置くことが求められる。
以上のように、勧告は、オランダの安楽死法を拒否しなかったが、未成年者の扱いや法律
の遵守に関して、いくつかの重大な懸念を表明したoこれらの問題を含めて、次の機会に新
法をめぐる論議について検討を深めたい。
